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～ 事例研究 ニュージーランドの統合的資源管理 ～ 
 
Institutionalization of Procedural Environmental Rights 
―A Case Study: Integrated Resource Management in New Zealand ― 
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ニュージーランドは 1991 年に労働党政権下で環境保全と自然保護関係の 50 以上の法律を









2  手続き的環境権と統合的環境管理 
 




























































































































88  嘉悦大学研究論集 第54巻第1号通巻99号 平成23年10月 
 















































法律扶助制度の成立が一定の解決を与えたが、1 件に付き 2 万ドルという上限枠への不満､
敗訴負担についての批判もある 10）という。 
 
4  結論：手続き的環境権と統合的環境管理から見たニュージーランドの自然資源管理 
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